（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名　新酪農・肉用牛経営実態調査事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　農政部　畜産課　酪農・飼料係、肉用牛係　電話番号：058-272-1111（内2878、2875）

　　　　　　　E-mail：c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        ５，０２６千円（前年度予算額：      ０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,026
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,026

	決定額
	5,000
	2,105
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,895


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
【酪農関係】
　・岐阜県酪農家戸数等推移は、この25年間で、酪農家戸数は約75％減少して約125戸、県内生乳生産量は約50%減少して約39,000ｔである。
　・乳用雌牛の確保支援、酪農施設等に対する支援などを実施しているが、酪農家戸数等の減少に歯止めがかからない状況である。
　・酪農家のうち56農場では、肉用子牛等を扱う酪肉複合経営を行っており、施策を構築するうえで、酪農、肉用牛をトータル的に捉えた現状分析が必要である。
【肉用牛関係】
・飼料価格の高どまり、肉用子牛価格の高騰など肉用牛経営を維持するために必要な生産資材の確保等が非常に厳しい状況にある。

・また、農家の高齢化及び後継者不足により、農家の減少が続いている。

・これまでも、繁殖雌牛の増頭対策を行い、減少ペースは緩やかになったものの、増加には至っていない。

・そこで、より効果的な繁殖雌牛増頭対策、飛騨牛生産基盤強化対策を行うため、肉用牛農家全てに対し、意向調査を行うとともに、「飛騨牛」の流通調査を行う。

（２）事業内容

　　・きめ細やかな施策を再構築するため、県内全ての酪農及び肉用牛飼育農家を対象に経営状況、経営計画などの調査（※）
　　　※主な調査項目

　　　　①法人化への意向、②収益形態、③東濃牧場の再編整備の方向性、④担い手等研修制度の在り方、⑤規模拡大の意向（規模内容、拡大方法など）
　　・効率的に調査を行うとともに、調査内容を十分に理解して回答してもら　うため、調査用紙を郵送したのち、戸別訪問により調査用紙を回収する。
　　・調査結果をデータ化、分析を行い、施策を再構築する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　１０／１０
今後の酪農及び肉用牛振興施策対策のための調査のため
（４）類似事業の有無
　　　無し

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	164
	調査打合せ会議旅費

	需用費
	　　637
	燃料費297千円、消耗品費340千円

	役務費
	　　 20
	調査用紙郵送代

	委託料
	4,205
	調査用紙の回収、データ入力の委託

	合計
	　5,026
	


	　決定額の考え方　

財源については、国庫支出金を活用することとします。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　ぎふ農業農村基本計画（H32目標）
　　　　酪農：生乳生産量　48,000ｔ　肉用牛：肉用繁殖雌牛頭数　10,000頭
（２）国・他県の状況

　　　類似事業なし
（３）後年度の財政負担
　　　特になし
（４）事業主体及びその妥当性
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■ 新規要求事業　

	□ 継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　酪農家及び肉用牛農家が抱える課題、考え方を細やかに調査、把握するとともに、結果分析により平成３１年度当初予算要求に反映できるようにする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	現行の施策の見直しを目的とした単年度の事業のため



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　〇

	酪農家の減少は、県内産生乳生産量の減少のみならず、飛騨牛のもととなる肉用子牛の生産にもつながり、飛騨牛の銘柄維持にも影響を与える可能性がある。
肉用牛繁殖農家の減少は、肥育素牛の高騰の一因となっており、肥育農家の経営にも影響を与えている。
このような中、農家の実態を知ることは、効果的な生産基盤強化対策を取るために極めて有効である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　単年度事業で調査を実施するが、酪農・肉用牛情勢を踏まえた定期的なデータの更新についてさらに検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　単年度限りの事業とする。

　本事業の結果を基に支援策の見直しを行い、翌年度の予算に反映させる。


